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                          【資料５】 

 県民福祉プラザの管理運営状況 

（平成３０年度～令和元年度） 

 

県所管課 健康福祉部健康福祉政策課 

指定管理者 社会福祉法人 青森県すこやか福祉事業団 

 理事長 本堂 一作 

指定期間 平成３０年４月１日～令和２年３月３１日 

 

１ 管理業務の実施状況 

業務区分 概   要 

施設の使用許可に関す

る業務 

 青森県県民福祉プラザ条例及び青森県県民福祉プラザ規則並び

に県民福祉プラザ管理規程に基づき、適切な使用承認、使用料徴

収及び県への実績報告を行い、使用料を納付している。 

施設の維持に関する業

務 

清掃、警備等の維持管理の業務について再委託し、再委託にあ

たっては、競争入札等により受託業者を決定するとともに、当事

業団内には他にも社会福祉施設があることから、当事業団のスケ

ールメリットを活かし一括競争入札等により受託業者を決定し、

経費節減に努めながら維持管理業務を適正に行っている。 

 

２ 管理施設の利用状況 

利用指標 年 度 計 画 実 績 計画対比 前年度対比 

有料研修室利用者

数（人） 

 

 

 

Ｈ３０ 116,000 97,459 84.0％ 89.0％ 

Ｒ１ 105,000 94,904 90.4％ 97.4％ 

平均 110,500 96,181 87.1％ － 

Ｈ２９（参考） 114,330 109,550 95.8％ 106.0％ 

有料研修室利用件

数（件） 

Ｈ３０ 3,580 3,241 90.6％ 96.7％ 

Ｒ １ 3,400 3,315 97.5％ 102.3％ 

平均 3,490 3,278 93.9％ － 

Ｈ２９（参考） 3,430 3,350 97.7％ 107.2％ 

【増減理由】 

Ｒ１利用者数は前年度より 2.6％（2,555 人）減、利用件数は 2.3％（74 件）増である。利

用件数が増加しているが利用者数が減少した背景として、比較的少人数の研修等が多く、大人

数の研修等が減少したことが挙げられる。プラザ入居団体は１年先まで仮予約が可能であるた

め、数日分かつ複数の研修室の予約や直前の仮予約キャンセルも多いが、一般利用者の利用機

会拡大のため、３ヶ月先までの仮予約状況の確認及び早期のキャンセル確定を行っている。 

ほか、ホームページにおいて大手検索エンジンと連携し、県内外問わず不特定多数の層にア

ピールし、さらなる利用者の増加に努めているところであるが、令和２年２月以降、新型コロ

ナウイルス感染症対策のため、申込のキャンセルや利用自粛が相次いでおり、今後の利用状況

については明確な見通しが立たない状況である。※研修室貸出実績は参考（3P）のとおり。 
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３ 評価結果（令和元年度分） 

評価項目 指定管理

者自己評

価 

県所管課 

評価 コメント 

①サービスの維持・向上に

向けた取組みが適切に行

われているか。 
４ ４ 

職員の接客・接遇マナー向上のための取組に

加え、利用者の意見や苦情を把握する体制を構

築しており、アンケート結果において職員の応

対への満足度が比較的高く評価されている。 

②利用促進に向けた取組み

が適切に行われているか。 

 
４ ４ 

ホームページやパンフレットを活用して利

用情報を提供するなど、利用促進に向けた取組

を行っているとともに、障害者就労の場の提供

等を積極的に実施している。 

③施設、設備及び備品の維

持管理及び修繕が適切に

行われているか。 
３ ３ 

清掃業務等を効率にも配慮しながら効果的

に実施しており、利用者が快適に利用できる状

態が保たれている。また、委託業者との連携や

防犯カメラによる不審者対策を実施している。 

④緊急時の対応・安全管理

などの危機管理が適切に

行われているか。 ４ ４ 

県民福祉プラザの入居団体で構成された自

衛消防組織を設置し、マニュアルを整備すると

ともに、入居団体と合同で訓練を行うなど、災

害発生時の対応体制の更なる充実を図ってい

る。 

⑤指定管理料が適正に執行

されているか。 
４ ４ 

施設の管理運営に必要な経費を適正に執行

しており、そのうえで、経営上の工夫や光熱水

費の節約により経費節減に努めている。 

⑥成果目標達成のための努

力が行われ、成果が上がっ

ているか。 
３ ３ 

ホームページやパンフレット等による積極

的な情報発信や、仮予約の確認及び早期に利用

の有無を確定させるための取組を実施するな

ど、目標達成に向けて努力している。 

⑦その他法令を遵守した管

理運営が行われている

か。 

３ ４ 

個人情報保護について研修等を実施し組織

的な意識共有が行われ、労働法令も遵守されて

いる。 

自主事業について、福祉に関する講演会や介

護予防教室、障害者施設等の物販コーナー等を

実施するほか、デジタルサイネージ導入によ

り、催事案内やニュース・天気予報など身近な

情報を来館者へ情報提供している。 

総合評価 ４ ４ 

 サービスの維持・向上や利用促進に向けた取

組が積極的に実施されており、アンケート結果

から利用者の満足度も高いと認められる。ま

た、経費削減に努めながら管理運営が適正に実

施されている。 

 

○評価基準 

５（秀）：業務水準書等の内容を上回り、特筆すべき実績をあげている 

４（優）：業務水準書等の内容を上回り、優れた実績をあげている 

３（良）：業務水準書等の内容が満たされている 

２（可）：業務水準書等の内容が満たされず、一部改善を要する 

１（不可）：業務水準書等の内容が満たされず、重大な改善を要する 
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【参考】研修室貸出実績 

平成３０年度 

 一般 社会福祉法人等 県 合計 

利用件数（件） 

【割合】 

１，６２９ 

【５０．３％】 

１，３１２ 

【４０．５％】 

３００ 

【９．２％】 

３，２４１ 

利用人数（人） 

【割合】 

３９，６３３ 

【４０．６％】 

４５，５８４ 

【４６．８％】 

１２，２４２ 

【１２．６％】 

９７，４５９ 

 

令和元年度 

 一般 社会福祉法人等 県 合計 

利用件数（件） 

【割合】 

１，５９９ 

【４８．２％】 

１，２４１ 

【３７．５％】 

４７５ 

【１４．３％】 

３，３１５ 

利用人数（人） 

【割合】 

４０，１８９ 

【４２．３％】 

３７，４９８ 

【３９．５％】 

１７，２１７ 

【１８．２％】 

９４，９０４ 


